〈乙種防火対象物・統括防火管理非該当〉
＿＿＿＿＿＿消防計画
令和　　年　　月　　日作成
第１　目的
この計画は、火災等の予防及び人命の安全並びに被害の軽減を図ることを目的とする。
第２　適用範囲
　　この計画は、　　　　　に勤務し、出入りするすべての関係者に適用する。
第３　管理権原者
· 　管理権原者は、事業所内の防火管理業務について、すべての責任を持つ。なお、階段や通路等の共用部分等の管理についても、責任を持つ。
· 　管理権原者は、建物全体の安全性を高めることに努める。
第４　防火管理者
· 防火管理者は、この計画の作成及び実行に関するすべての権限を持って業務を行う。
第５　消防機関への連絡等
· 管理権原者又は防火管理者等は、次の業務について報告、届出及び連絡を行う。
	種　　別
	届出等の時期
	届出者

	防火管理者選任（解任）届
	防火管理者を選任又は解任した時
	管理権原者

	消防計画作成（変更）届
	消防計画を作成又は次の事項を変更したとき
1 管理権原者又は防火管理者の変更
2 自衛消防組織の変更
3 用途変更、増築、改築、模様替えによる消防設備等の変更
4 防火管理業務の一部委託に関する事項の変更
	防火管理者

	消防訓練実施の届出及び指導の要請
	届出は、消防訓練を実施する１０日前、指導の要請は消防署と事前相談を行う
	防火管理者

	消防訓練実施結果報告書
	消防訓練実施結果報告書の副本が必要なとき
	防火管理者

	消防用設備等点検結果報告書
	年に１回、防火管理者が立会い総合点検を実施、報告書の内容を防火管理者が確認した後
	管理権原者

	防火対象物の点検及び報告

	年に１回、防火管理者が立会い点検を実施、報告書の内容を防火管理者が確認した後
	管理権原者


第６　防火管理資料の保管等
· 　防火管理者は、第５で報告又は届け出た書類等の写し、その他防火管理業務に必要な書類等を一括して編冊し、保管する。
第７　火災予防上の自主検査等
· 　火災予防上の自主検査等は、火元責任者又は防火管理者が指定する者が、別表１及び別表２に基づき実施すること。
· 検査実施者は、検査の結果を定期的に防火管理者に報告すること。
第８　消防用設備等の法定点検
· 消防用設備等の法定点検は、次に示す点検業者に委託して、点検実施計画に基づき実施する。
	消防用設備名


	消火器、○○設備
・・・
	点検時期

	機器点検
　　　　　　月
　　　　　　月

	点検委託業者
	℡
	
	総合点検
　　　　　　月


· 　防火管理者は、消防用設備等の点検を実施するときは立ち会うこと。
· 　点検の結果は、防火管理者が管理権原者に報告し、不備事項については、改修計画を早期に作成し整備すること。
· 点検結果の記録は、防火管理台帳に編冊しておくこと。
第９　従業員等の守るべき事項
· 　避難口、階段、避難通路等に、避難障害となる設備を設けたり、物品を置いたりしないこと。
· 　防火戸の付近には、常に閉鎖の障害となる物品を置かないこと。
· 　喫煙は、指定された場所で行う。
· 　火気使用設備・器具を使用する場合は、周囲を整理、整頓し、可燃物に接近して使用しないこと。
第１０　工事中の防火管理
· 　防火管理者は、模様替え等の工事を行うときは、工事人に対して次のことを行うよう指示すること。
1 工事計画について、事前に消防計画を作成(変更)し、消防機関に届け出すること。
⑵　溶接や溶断を行う場合は、事前に消火器等を準備し、消火できる体制ですること。
⑶　指定した場所以外では、喫煙及び火気の使用は行わないこと。
⑷　工事場所ごとに火気の使用責任者を定めること。
⑸　危険物を持ち込む場合は、その都度、防火管理者の承認を受けること。
⑹　放火を防止するため、資機材等を整理、整頓すること。
⑺　その他火災予防上必要な事項
第１１　放火防止対策
· 　次の事項に留意し、放火防止対策を講じる。
⑴　建物の外周部及び敷地内にはダンボール等の可燃物を放置しない。
⑵　物置及び倉庫等の施錠を励行する。
⑶　終業時には、火気及び施錠の確認を行う。
⑷　挙動不審者を見かけたら、防火管理者に報告する。
⑸　ゴミ類は、ゴミ収集日の朝に、ゴミ集積場に出すこと。
第１２　自衛消防隊の編成及び任務等
· 　自衛消防隊の組織を別表３（その１・その２）のとおり定める。
第１３　震災対策
· 　防火管理者は、地震時の災害を防止するため、日頃から備品、物品物の転倒、落下防止措置を講じ、負傷又は避難に支障が生ずることがないようにしておくこと。
· 　地震時、防火管理者又は従業員は、身の安全を守ることを最優先に、すべての火気使用設備・器具の使用を停止すること。
· 　火気使用設備・器具の直近にいる　　　　は、電源及び燃料の遮断等を行い、防火管理者に報告すること。
· 　従業員及び来館者を指定緊急避難場所（○○公民館）まで避難誘導する場合は、順路、道路状況、地域の被害状況等について説明し、身の安全を図りながら、全員徒歩で避難する。
· 避難する際は、停電後の通電復旧による電気火災を防止するため、分電盤を遮断すること。
· 避難誘導は、協議事項に基づき、各事業所の避難誘導係と協力して行うこと。
第１４　防災教育
· 　防火管理者は、従業員、新入社員及びパート社員等に対して計画的に防災教育を実施する。
· 　防災教育の内容は、概ね次の事項に掲げるものとする。
1 消防計画について
⑵　従業員等が守るべき事項について
⑶　火災発生時及び地震発生時の対応について
⑷　その他火災予防上必要な事項について
第１５　消防訓練
· 　防火管理者は、次により消防訓練を実施する。
⑴　総合訓練
　　　月　　　　月
⑵　部分訓練　　　月　　　　月
· 総合訓練は、努めて大規模地震を想定した内容を訓練に加味するものとする。
· 訓練を実施する場合は、事前に消防機関に消防訓練通知書により届出するものとする。
第１６　防火管理業務の一部委託
· 　防火管理業務の一部を　　　　　　に委託する。
· 　委託方式及び受託者が行う防火管理業務の範囲と方法は、別表４のとおりとする。
· 　委託を受けて防火管理業務に従事するものは、管理権原者、防火管理者等の指示、命令を受けて適正に業務を実施するものとする。
�特定用途防火対象物で、収容人員300名以上又は3階以上・地階から地上に通じる階段が1系統のもの（根拠：施行令4条の2の2）


非該当の場合、削除する


�対象建物に設置されている、消防用設備名を記入する。


�火災想定の総合訓練は、消火、通報及び避難訓練の３要素を組み入れたものをいう。これを年１回以上実施する。


なお、特定用途対象物は、消火訓練及び避難訓練を年２回以上実施することが規定されている。(根拠：施行規則第３条第10項)


この、特定用途対象物の規定は、総合訓練内の消火及び避難訓練の要素も含めた実施回数である。
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